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① 資産の証券化  
② 新興企業向け証券市場  
③IT革命  
④ メガバンク  
⑤ 個人投資家への株式市場参加促進政策  
5、おわりに  
6、あとがき  







良いと宣伝する0 しかし、ダイエット薬は魔法の薬ではない。高い金を払っただけで少し  









4   
述べつづけたが、一方で民間エコノミストやマスメディアは事あるごとに「魔法の薬」を  




















































































ない。   
ここで分かるように、日本版ビッグバンはイギリスのビッグバンと違って、市場活性化  
だけではなく、日本企業、そして日本経済を救済しようという意図もこめられていること  
7   
がわかる。これはウインブルドン現象3に対して才リーグ構想4を打ちたてたこと、TOO  




目的   国内企業の救済   
ロンドン金融市場の国際的地位向  
イギリスビッグバン  上。（金融サービス分野のサービス収  
支を大幅に黒字化する。）   
日本経済を上昇させる。（傘融業界の  















3ウインブルドン現象‥・イギリスのビッグバンは確かに成功したが、ロンドン市場拝外 資系のプレーヤーがメインにな ってしまったという皮肉な現象。  
4Jリーグ構想…… ウインブルドン現象に対抗し、ビッグバン後も国内の市場は国  
内のプレーヤーがメインとして活躍する場にしようという構想。  
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9   
ロージャー、 資産の正確な評価や信用補完の確実性などの投資家保護制度が末確立で   
あり、より高リスクである不良債権の証券化が難しい状態にある。  
4、株価の下落が新たな不良債権を生み出し、いくら証券化を行なっても追いっかない。   
毎年の様に10兆単位で不良債権が増加する現状ではいくら証券化が発達しても不良   







② 日本版ナスダックや東証マザーズが開始され、ジャスダック（旧店馳   
とともに新興企業が用意に資金調達ができる場が提供され、日本経済の起  







000年6月19日に鳴り物入りで登場してからわずか2年日の出来事です。   
しかし、撤退を余儀なくされたナスダックジャパンのみならず、他の2つの市場も厳し  
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図1 ジャスダック市場、規模の変遷  
1998   遡   2000   2001   2002   
売買高（百方株）  1，244   4，142   3，457   3，297   4，153   
時価総額（億円）  77，424   274，108   102，832   89，270   69，834   
売買代金（百万円）  1，552，739   12，193，876   11，422，759   5，012，628   3，668，323   
会社数   856   868   886   926   939   
銘柄数   856   868   886   926   939   
新規会社数   62   73   97 98   70   






でしょう。   
こ甲ように日本の新興市場は軒並み低迷、縮小方向にあり、以前、特にITバブル時に  
喧伝された様な日本経済の起爆剤とはなっていないことがわかる。その原因は株価の低迷、  
特に現在のデフレスパイラルのような状況が原因として挙げられます。   
まず、現在のような株価が低迷している状況では、新規に上場した企業が予定通りの資  
金調達を行なうことが難しい。また、デフレ下で株価が低下し続けるトレンドにある時は、  










































12   
とで「21世紀を形作る上で、最も強大な力のひとつで、世界経済の成長に不可欠な中心  
的エンジンである」としたIT憲章が採択されるなど、ITブームと言われる状態になる。   
しかし、ITブームはすぐにITバブルへと変わり、業績が低迷する企業が続出。いつ  
しかITという言葉も忘れられてしまうようになってしまった。  
図2 主な産業別雇用者数の推移  
2000年  
年  1998   1999   2000  
（前年比）   
鉄鋼   33   29   27   ▲ 軋0   ▲ 5．7   
電気機械   169   171   170   ▲ 0．1   ▲ 0．5   
輸送機械   ‖5   113   10   ▲ 8．   ▲1．5   
建設   541   536   530   ▲1．1   ▲ 0．3   
卸売   382   378   369   ▲2・   ▲1．   
小売   616   621   630   1．   2．0   
運輸   332   332   341   2．7   1・．0   
情報通信   390   388   382   ▲1．5   0．8   












か。   
次に2だが、IT関連産業には通信インフラ系の大企業も含まれるが、小さなベンチャ  
ー企業が多く存在するという特徴が不信の原因にあったと思われる。②で青いたよう卑こ、  
13   
デフレは特に中小の企業にダメージを与えやすく、また新興市場の不調もあり、雇用吸収  
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図3 不良債権処理に投じた金額  単位：兆円  
92  93  94  95  96  97  98  99  00  01  総計   
全国銀行  1．66  3．9  5，2  13．4  7．8  13．3  13．6  6．9  6．1   9．7  8l．57   
ぅち都長信  1．6  3．9  5．2  11．1  6．2  10．8  10．4  5．4  4．3  7⊥7  66．7   
日本銀行政策委員会レポート（2002）「不良債権問題に対する基本的な考え方」より   
たしかに図によると、急速に不良債権処理が進んでいる。すべての銀行全体で、1年で  
10兆円ほどの不良債権を処理しているのがわかる。（4大メガバンクでは、01年度の処  




してもまた次の年には同じ額だけ不良債権が発生することになる。   
大手行はここ数年、毎年のように巨額の不良債権処理を実行し、その度ごとに不良債権  
問題の終結を宣言してきた。しかし一向に解決せず、資本準備金を取り崩してまで処理を  













7 破綻行まで含めると、不良債権処理の累計額は90兆円に達する。  
8httl）：〟wwwtv－a8ahi．co血！bm昆虫aBt／n－8tation／research／021103／ecol．ht・mlによる  
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落ち込んでいる。減少傾向は2002年に入ってさらに加速している。   
株式市場の低迷はこの家計の非株式志向にあるとも言われ、そのため金融庁は2010  
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最近の偲よ薦鉦帝勤痛言前車同櫛比き  
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な開放政策の差、などを見れば良くわかるのではないか。   
現在、インフレターゲティング論が盛んに唱えられている。与党もインフレターゲティ  
ングの方針をとるかもしれない0（2003年1月現在）。ただし、インフレターゲティン  


















筈なのに、 なぜ物事が悪い方向にしか進まないのか、果たして改革がまだ足りないのか？  
この疑問に対する一つの答えが政策の相互作用への思慮の足りなさにあると私は考えた。  
この論文の部分部分はいろいろな書物の受け売りでしかなく、論文としては非常に未熟と  
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